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研究成果の概要：

本研究において、高等教育交流が、大学組織及び管理運営に与える影響を、機会とリスクの
観点から実証的に分析することを試みた結果、高等教育機関内部において、①欧州や北欧とい
った地域レベルでの高等教育交流の拡大とともに設置が進められた国際交流業務担当部署の位
置づけが 2000 年以降変化しつつあること、②その変化には、主として普遍化と戦略化という、
一見、矛盾するようにも見える傾向があること、が明らかになった。
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１．研究開始当初の背景
大学間交流については、1974 年の中央教
育審議会答申『教育・学術・文化における国
際交流について』の答申附属書『教育・学術・
文化における国際交流振興のための具体的
施策』において初めて政策に登場して以降、
政策文書や提言等において繰り返し取り上
げられてきたテーマである。しかし、こうし
た政策面における早くからの注目にもかか
わらず、研究面においては、大学間交流協定
をはじめとする、機関が主体となった高等教
育交流は、高等教育研究の分野でも留学生研
究の分野でも見過ごされてきたものであっ
た。これには、実際の高等教育交流が個人の

私的な移動が中心であったということも多
分に影響しているが、その状況は、短期留学
制度の整備や高等教育における国際的連携
の増大などにより、機関レベルの高等教育交
流が急激に拡大している今日においても同
様である。
これまで、高等教育交流に関する研究は、
大学の国際化研究、留学生研究、交流史研究、
政策研究など、様々なアプローチから行われ
てきている。しかし、その多くは、人の交流、
あるいは欧州の高等教育における人的交流
プログラムとして展開されるエラスムスな
ど、特定の交流プログラムに着目したもので
あり、「機関」の視点から高等教育交流に着

研究種目：若手研究（スタートアップ）

研究期間：２００７～２００８

課題番号：１９８３００４８

研究課題名（和文）

多角化・多層化する高等教育交流の大学運営へのインパクトに関する研究

研究課題名（英文）A study on impact of diversification of international exchanges

among universities on university management

研究代表者

渡邊 あや （WATANABE AYA）

熊本大学・大学教育機能開発総合研究センター・准教授

研究者番号：６０４４９１０５



目した研究は、これまでほとんど行われてき
ていない。数少ない研究として、IAU（国際
大学協会）が行った高等教育の国際化の阻害
要因に関する研究があるが、国際的潮流を把
握しようとするものであり、機関の事例を個
別に検討しようとするものではないし、また、
高等教育交流を対象とするものでもない。高
等教育交流研究における機関の視点の欠如
は、大学の国際化を包括的に扱った江淵一公
の『大学国際化の研究』においても、高等教
育の国際化研究における問題として指摘さ
れている。本研究は、高等教育交流研究にお
けるこの空白部分からアプローチを試みる
ものである。
研究代表者は、これまで、フィンランドに
おける大学間交流協定の締結に対する歴史
的・社会的・経済的・文化的・政治的影響（社
会的・政治的レジーム、地理的・歴史的・文
化的・言語的近接性など）を分析し、高等教
育交流の展開及びその変容について研究を
行ってきている。その結果、①高等教育交流
の量的拡大、②大学間交流協定締結における
国の関与・影響の縮小と大学独自の取り組み
の増大、③地域及び下位地位における高等教
育交流プログラムの発展と大学の戦略的な
国際連合体の出現による大学間交流の多層
化・多角化、などの変化が確認された。
こうした取り組みを進める中で、機関の高
等教育交流に影響を与えた外的要因を検討
するだけでなく、高等教育交流がもたらした
変化、とりわけ、大学という組織及びその運
営のあり方に与えてきた影響について分析
する視点の必要性を感じたことが、本研究の
着想にいたった背景である。

２．研究の目的
本研究は、高等教育交流が、大学組織及び
管理運営に与える影響を、機会とリスクの観
点から実証的に分析することを試みるもの
である。その目的は、大学の戦略的運営にお
ける高等教育交流の役割と、ツールとしての
可能性について検討することにある。本調査
では、次の４点を解明する。

(1） 高等教育交流のチャンネルの特徴及び
その機能的相違を解明し、機関における
高等教育交流の構造を明らかにする

(2） 大学における組織変容及び運営改革の
動向を精査する

(3） 高等教育交流の取り組みが大学にもた
らす機会とリスクについて、ＳＷＯＴ分
析の手法を用いて整理する

(4） 高等教育交流が大学組織・運営に与え

る影響を解明し、大学運営における高

等教育交流の戦略的活用について検

討する

３．研究の方法

本調査の実施に際しては、フィンランドを
事例とする。同国の高等教育交流に関する政
策・施策、各高等教育機関の取り組み等につ
いて、文献調査及び現地におけるインタビュ
ー調査を実施し、その結果の分析を通じて、
仮説の検証を試みる。
国レベルについては、高等教育交流に関わ
る行政機関を中心に訪問し、高等教育政策動
向及びそれにおける高等教育交流の位置づ
けなどについてヒアリングを行う。また、大
学運営改革の動向についても情報収集を行
い、それらにおける国際的なファクターの影
響について、検討する。
大学に関しては、国際活動において、興味
深い展開を見せている大学を中心に行う。
大学内では、大学運営の中枢とも言える戦略
プランニング課及び高等教育交流を一手に
担っている国際課を訪問し、担当者に対し面
接調査を実施する。調査では、次の点を明ら
かにした。

①高等教育交流の構造（どのようなチャンネ
ルがあるか）＜国際課＞
②近年における大学組織の変容及び管理運
営改革の動向＜戦略プランニング課＞
③高等教育交流の量的拡大及び多様化のプ
ロセス：＜国際課＞（特に、大学間交流とい
う全学規模の「公的活動」として展開された
交流について）
④大学が機関として取り組む高等教育交流
活動によって生じた大学内部の変化：特に、
大学の組織変容や管理運営に関わるものに
ついて＜戦略プランニング課＞

なお、調査途中において、中間報告をまと
め、フィンランドの高等教育研究者、大学関
係者、政府関係者らに意見を求め、フィード
バックをもらった。

４．研究成果
高等教育機関内部の組織については、①欧
州や北欧といった地域レベルでの高等教育
交流の拡大とともに設置が進められた国際
交流業務担当部署の位置づけが、「高等教育
交流の大衆化」が一段落した 2000 年前後以
降、変化しつつあること、②その変化には、
主として「普遍化」（国際交流業務が日常業
務の一部となった結果、教務関係の部署など、
一般的な業務に統合されていく）と「戦略化」
（人の交流の増大とともに、国際交流活動の
幅が広がる中で、国際化が全学として取り組
むべき戦略的な取り組みと認識されるよう
になり、その組織も学長のもとにおかれるな
ど、トップダウン型のマネジメントモデルの
中枢に位置づけられるようになっていく）と
いう、一見、矛盾するようにも見える傾向が



みられることの二点が明らかになった。とり
わけ、前者（学内における国際関係業務の普
遍化・メインストリーム化）は、フィンラン
ドの高等教育機関（特に大型の総合大学）に
おける事務組織改革の特徴となっている。
研究目的として掲げた 4つの目的に照らし
ながら、成果を示すと次のようになる。

(1）フィンランドにおいて、高等教育交流の
チャンネルは、①２大学間の大学間協定、
②１対多大学（個別大学対コンソーシア
ム）間の協定、③コンソーシアム対コン
ソーシアム、④多大学間協定（ISEP など
の国際交流プログラムやコンソーシア
ム内の交流を含む）、⑤下位地域内交流
（北欧会議のノルドプラスなど）、⑥地
域内交流（EU のエラスムス・プログラム
やマリー・キューリー・プログラム、
TEMPUS など）多層的かつ多様になってい
る。近年、伝統的な高等交流の形態であ
る 2大学間の大学間協定は、⑤や⑥を補
完する制度となりつつある。

(2）大学運営については、①法人化・財団化
により、高等教育のプライバタイゼーシ
ョンが急速に進んでいる、②学長の権限
が徐々に拡大しており、一部大学では、
トップダウン型のマネジメントに適し
た組織への改編が行われている、③①に
より外部関係者の大学運営参画が急速
に進んでいる、④経営の合理化と国際競
争力の強化を意図して大学の再編・統合
が進んでいる、といった変化が起きてい
る。

(3）小国であるフィンランドにとって、高等
教育交流の拡大は、リスクはあるものの
（特に、当初は、大学の文化的アイデン
ティティの喪失に対する危機感が強か
った）、それによってもたらされる「機
会」によるメリットの方が大きいと一般
的には捉えられている。

(4）高等教育交流の拡大は、大学組織、特に、
事務組織において、国際業務を普遍化さ
せる（通常の事務業務の中に統合する）
という変化をもたらした。

とはいえ、現在、フィンランドの大学（す
べて国立大学）は、現在、｢法人化｣「財団化」
に向けた準備が着々と進められている状況
にあり、大学内部の組織に、さらなる変化が
起きようとしている。今後は、こうした点に
ついても注目する必要がある。
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